
様式１

一般会計

平成31年度予算見積額 5,137,586 千円

平成30年度当初予算額 4,238,240 千円

差 引 増 減 額 899,346 千円

対 前 年 度 比 率 121.2 ％

沿岸漁業改善資金助成事業特別会計

平成31年度予算見積額 544,620 千円

平成30年度当初予算額 194,619 千円

差 引 増 減 額 350,001 千円

対 前 年 度 比 率 279.8 ％

（注1）上記には、人件費を含まない。

平成31年度水産振興部予算見積総括表

（注2）平成30年度当初予算額は、地方創生による前倒し分を含む。



（単位：千円）

Ｈ30当初
予算額

Ｈ31当初
予算額

増減
（H31－H30） 新規・拡充・廃止・組替事業等 担当課名

1,299,447 1,221,399 △ 78,048

1,148,691 1,067,928 △ 80,763

漁業金融対策費 70,888 69,371 △ 1,517 水産政策課

沿岸漁業改善資金貸付事業費 100,000 0 △ 100,000 【廃止】業務量の軽減のため 水産政策課

沿岸漁業経営体法人化支援事業費 531 522 △ 9 漁業管理課

栽培漁業振興事業費 5,738 4,060 △ 1,678 漁業振興課

種子島周辺漁業対策事業費（うち南海トラフ地震対策分を除く） 121,621 138,775 17,154 漁業振興課

漁業生産基盤維持向上事業費（うち南海トラフ地震対策分を除く） 11,851 13,286 1,435 漁業振興課

沿岸漁業設備投資促進事業費 36,633 23,855 △ 12,778 漁業振興課

土佐黒潮牧場保全事業費 29,599 34,188 4,589 漁業振興課

漁海況情報等提供システム管理運営費 6,160 3,878 △ 2,282 漁業振興課

大型定置網・中型まき網漁業承継等支援事業費補助金 30,000 30,000 0 漁業振興課

高知マリンイノベーション推進事業費 0 26,119 26,119 【新規】土佐黒潮牧場の高機能化 漁業振興課

養殖業振興事業費補助金 10,000 34,735 24,735 漁業振興課

急潮に強い定置網漁業への転換に向けた現場潮流の解析 2,132 2,409 277 漁業振興課

高精度な漁況漁場予測手法の開発 0 4,218 4,218 【新規】漁場予測システムの開発等 漁業振興課

広域漁場整備事業費 723,538 682,512 △ 41,026 漁港漁場課

110,756 80,966 △ 29,790

マグロ養殖振興事業費 390 388 △ 2 漁業振興課

クロマグロ受精卵生産委託料 22,568 11,284 △ 11,284 漁業振興課

クロマグロ人工種苗生産委託料 58,425 58,464 39 漁業振興課

人工種苗養殖技術開発委託料 15,438 3,074 △ 12,364 漁業振興課

人工種苗生産技術開発委託料 10,467 3,856 △ 6,611 漁業振興課

魚類養殖における寄生虫の新たな防除技術の開発 1,962 1,898 △ 64 漁業振興課

水産試験場古満目分場試験研究費 1,506 2,002 496 漁業振興課

40,000 72,505 32,505

大型定置網・中型まき網漁業承継等支援事業費補助金 30,000 30,000 0 漁業振興課

養殖業振興事業費補助金 10,000 34,735 24,735 漁業振興課

未利用漁場活用促進事業費 0 7,770 7,770 【新規】定置網漁業への企業誘致と活餌の試験操業を実施 漁業管理課

89,929 88,730 △ 1,199

53,296 64,875 11,579

県１漁協構想推進事業費補助金（営漁指導員育成関連） 0 1,240 1,240 【新規】新規就業者の経営の安定化を支援 水産政策課

漁業就業者確保対策事業費 38,626 10,277 △ 28,349 漁業振興課

担い手育成団体支援事業費 14,670 11,970 △ 2,700 漁業振興課

漁業就業総合支援事業費 0 41,388 41,388 【新規】漁業就業支援センターを支援 漁業振興課

36,633 23,855 △ 12,778

沿岸漁業設備投資促進事業費 36,633 23,855 △ 12,778 漁業振興課

448,927 627,520 178,593

400 700 300

水産加工業高度化事業費補助金 400 700 300 水産流通課

448,527 626,820 178,293

リマ区域周辺漁業用施設設置事業費（うち南海トラフ地震対策分を除く） 21,277 81,183 59,906 漁業振興課

種子島周辺漁業対策事業費（うち南海トラフ地震対策分を除く） 121,621 138,775 17,154 漁業振興課

水産業競争力強化緊急施設整備事業費 303,075 60,529 △ 242,546 漁業振興課

水産業クラスター活動支援事業費 1,495 1,409 △ 86 水産流通課

加工関連ビジネス支援事業費 216 201 △ 15 水産流通課

水産加工施設等整備事業費 843 344,723 343,880 水産流通課

1,253,812 2,113,393 859,581

55,039 53,338 △ 1,701

消費地市場連携強化事業費 913 1,410 497 水産流通課

見本市出展業務委託料 8,754 9,541 787 水産流通課

水産物都市圏外商ネットワーク強化事業委託料 15,114 15,862 748 水産流通課

水産物外商活動支援事業委託料 21,538 20,400 △ 1,138 水産流通課

水産物地産外商推進事業費補助金 4,769 2,827 △ 1,942 水産流通課

水産物地産外商推進事業費 3,951 3,298 △ 653 水産流通課

平成31年度  水産振興部　施策体系表

細目事業名

１．漁業生産の構造改革

（１）効率的な漁業生産体制への転換

（２）日本一の種苗生産・中間育成拠点の形成

（３）新規漁場の開拓

（再掲）

（再掲）

２.担い手の育成・確保

（１）担い手の育成

（再掲）

（２）就業時における支援

（再掲）

３.市場対応力のある産地加工体制の確立

（１）高度加工ビジネスへのステップアップ

（２）加工関連ビジネスの展開

（再掲）

４.流通・販売の強化

（１）外商ビジネスの拡大

様式２
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（単位：千円）

Ｈ30当初
予算額

Ｈ31当初
予算額

増減
（H31－H30） 新規・拡充・廃止・組替事業等 担当課名

平成31年度  水産振興部　施策体系表

細目事業名

様式２

1,198,773 2,060,055 861,282

高知県１漁協支援事業費（鮮魚商品力向上推進事業費） 538 361 △ 177 水産政策課

県１漁協構想推進事業費補助金（市場統合関連） 0 2,928 2,928 【新規】県１漁協構想の推進を図るため 水産政策課

種子島周辺漁業対策事業費（うち南海トラフ地震対策分を除く） 121,621 138,775 17,154 漁業振興課

水産業強化支援事業費 43,654 15,290 △ 28,364 漁業振興課

水産物ブランド化推進事業費（漁船漁業ビジネスモデル実証化事業） 1,973 0 △ 1,973 水産流通課

漁港単独改良費（うち南海トラフ地震対策分を除く） 71,202 58,000 △ 13,202 漁港漁場課

漁港整備事業費（うち南海トラフ地震対策分を除く） 959,785 1,844,701 884,916 漁港漁場課

15,847 20,987 5,140

水産物有望案件販路開拓事業費補助金 7,698 12,225 4,527 【新規】有望市場における販路拡大への重点支援等 水産流通課

水産物輸出販路拡大事業費 1,764 1,406 △ 358 【新規】有望市場における販路拡大への重点支援等 水産流通課

水産物輸出促進事業費 5,985 6,656 671 【新規】有望市場における販路拡大への重点支援等 水産流通課

水産加工業高度化事業費補助金 400 700 300 水産流通課

367,627 417,499 49,872

139,321 148,137 8,816

水産多面的機能発揮対策事業費 7,235 8,550 1,315 漁業振興課

種子島周辺漁業対策事業費（うち南海トラフ地震対策分を除く） 121,621 138,775 17,154 漁業振興課

水産業強化支援事業費（投石事業） 9,608 0 △ 9,608 漁業振興課

水産物前処理加工等育成支援事業費 857 812 △ 45 水産流通課

228,306 269,362 41,056

遊漁等振興事業費 17,729 15,937 △ 1,792 【拡充】外国人観光客の受入体制の整備 水産政策課

内水面漁業振興事業費 169,278 144,580 △ 24,698 漁業振興課

アユの資源増殖に効果的な放流及び資源保護手法の開発 1,000 1,000 0 漁業振興課

高知県のアユ資源量の維持・増大に向けた取組支援事業 0 1,400 1,400 【新規】アユ資源の維持・増大に向けた河川での産卵・遡上調査等 漁業振興課

人工種苗「土佐のあゆ」の種苗性評価事業 0 1,005 1,005 【新規】放流効果の高い種苗の生産・放流技術の検証・開発等 漁業振興課

高知県の天然アユ資源を回復させるための取組支援 1,380 0 △ 1,380 【廃止】試験期間終了 漁業振興課

人工種苗「土佐のあゆ」による資源添加技術の確立及び種苗性の確保 1,021 0 △ 1,021 【廃止】人工種苗「土佐のあゆ」の種苗性評価事業に移行 漁業振興課

河川におけるニホンウナギの生息状況及び生息環境調査事業 2,615 2,613 △ 2 漁業振興課

プレジャーボート対策事業費 13,683 13,227 △ 456 漁港漁場課

漁業集落環境整備事業費（うち南海トラフ地震対策分を除く） 21,600 89,600 68,000 漁港漁場課

523,328 488,261 △ 35,067

沿岸漁業無線のネットワーク関係者協議等 14,715 142 △ 14,573 漁業管理課

衛星携帯電話利用料 156 156 0 漁業管理課

種子島周辺漁業対策事業費（うち南海トラフ地震対策分） 116,518 115,923 △ 595 漁業振興課

漁業生産基盤維持向上事業費（うち南海トラフ地震対策分） 23,605 22,067 △ 1,538 漁業振興課

内水面漁業センター施設耐震化 11,470 14,458 2,988 漁業振興課

水産試験場古満目分場耐震設計委託（２月補正） 2,586 0 △ 2,586 漁業振興課

水産試験場古満目分場採卵作業棟改修工事（２月補正） 60,283 0 △ 60,283 漁業振興課

沈廃船等処理委託料 1,197 1,900 703 漁港漁場課

市町村管理漁港沈廃船処理推進事業費補助金 250 945 695 漁港漁場課

広域水産物供給基盤整備事業費（うち南海トラフ地震対策分） 279,248 299,250 20,002 漁港漁場課

漁業集落環境整備事業費（うち南海トラフ地震対策分） 13,300 31,920 18,620 漁港漁場課

漁港単独改良費（うち南海トラフ地震対策分） 0 1,500 1,500 【新規】作業船位置・回航情報システム維持運営委託 漁港漁場課

3,397 6,868 3,471

高知県１漁協支援事業費 1,655 831 △ 824 水産政策課

高知県１漁協構想推進事業費 1,742 6,037 4,295 水産政策課

1,697,922 1,207,693 △ 490,229

4,432,859 5,682,206 1,249,347

うち２月補正前倒し (373,012) △ 373,012

（２）産地市場の機能強化

（再掲）

（再掲）

（再掲）

（３）輸出の促進

（再掲）

５.活力ある漁村づくり

（１）高齢者や女性の活躍の場づくり

（再掲）

（２）交流人口の拡大

６.南海トラフ地震対策

７.高知県１漁協構想の早期実現

８.その他

水産振興部合計
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単位：千円 人件費を除く

31年度 30年度

5,137,586 4,238,240 899,346 21.2%

公共事業予算 2,902,545 1,952,986 949,559 48.6%

公共事業以外の予算 2,235,041 2,285,254 △ 50,213 △ 2.2%

産業成長戦略関係予算 2,654,783 1,647,040 1,007,743 61.2%

544,620 194,619 350,001 179.8%

項 目 増  減

水産振興部予算

沿岸漁業改善資金助成事業特別会計

一般

会計

水産振興部予算見積のポイント

 
 水産業分野では、現状を取り巻く厳しい状況を打開し、漁業者とその家族が将来にわたって漁村で生活するこ
とができる「若者が住んで稼げる元気な漁村」を目指す姿として、産業振興計画の取組を進めています。 
 平成28年度から始まった第3期産業振興計画では、「生産から加工・流通に至る水産業クラスターの形成」を
図るため、漁業生産の構造改革や担い手の育成・確保、市場対応力のある産地加工体制の確立、流通・販売の強
化、活力ある漁村づくりを重点に、以下の取組を進めてまいります。
 また、緊急な対応を必要とする南海トラフ地震の防災・減災対策、発災後の対応を進めてまいります。

 ≪重点取組≫                                                                               ★：新規  ◎：拡充  ○：継続   
１ 漁業生産の構造改革
 ★高知マリンイノベーションの推進による操業の効率化
 ○競争力強化に必要な漁船の取得や生産性の向上に必要な漁労設備の整備を促進
 ○クロマグロの人工種苗生産の事業化や普及に向けた取組を支援
 ○海外市場のニーズに即した高品質なブリの人工種苗生産技術の開発
 ★企業誘致の促進や新たな漁法の導入による生産量の増大
 
２ 担い手の育成・確保
 ★漁業の担い手育成を一元的に行う「高知県漁業就業支援センター」の取組を支援
 ○民間企業や漁協が行う漁業技術習得に向けた研修事業等を支援
 ★新規就業者の経営の安定化に向けた営漁指導員の配置、育成

３ 市場対応力のある産地加工体制の確立
 ○ＨＡＣＣＰに対応した加工施設等の立地促進
 ○水産加工業の振興に必要となる残さい処理施設や共同加工施設の整備を支援

４ 流通・販売の強化
 ○「高知家の魚応援の店」との取引拡大を促進するとともに、2020年オリンピック・パラリンピックに向けた
    県産水産物のプロモーションを展開
 ○県外で開催されるシーフードショー等の商談会への出展による販路開拓とＰＲ活動を支援
 ★産地市場等における鮮度向上や衛生管理等の取組の支援と市場統合の推進 
 ○流通・輸出拠点漁港（田ノ浦漁港）の高度な衛生管理体制の構築に必要となる製氷・貯氷施設を整備
 ◎県産水産物の海外販路の開拓や国際取引の専門家の活用による輸出促進を支援

５ 活力ある漁村づくり
 ○高齢者等に対応した近場での漁場づくりを支援
 ◎遊漁船業等の振興による漁村の活性化を支援
 ○地元協議会による浦ノ内湾のアサリ資源回復のための取組を支援

６ 中山間地域の活性化
 ★高知県漁業就業支援センターが総合的に実施する研修事業等を支援【再掲】
 ○高齢者等に対応した近場での漁場づくりを支援【再掲】
 ◎遊漁船業等の振興による漁村の活性化を支援【再掲】
 ○地元協議会による浦ノ内湾のアサリ資源回復のための取組を支援【再掲】

７ 高知県１漁協構想の早期実現
 ★県１漁協の将来像に関する提言を踏まえ、県１漁協構想の早期実現に向けた取組を支援
 ○県１漁協体制の構築を推進するための取組を支援

８ 南海トラフ地震対策
 ○漁業用屋外燃油タンクの撤去等を支援
 ○防災拠点漁港の岸壁の耐震強化及び防波堤等を粘り強い構造とするための補強工事の実施
 ○津波発生時に沖合の漁船との通信手段を確保するための沿岸漁業無線ネットワーク整備工事の実施

【平成31年度予算の基本的な考え方】
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第３期高知県産業振興計画　産業成長戦略（水産業分野）　
平成31年度重点施策

効率的な漁業生産体制への転換　

就業時における支援

漁業生産の構造改革

○　高知県漁業就業支援センターが総合的に実施する研修事業等を支援　　　　
　　　　　（漁業就業総合支援事業費　41,388千円）

○　新規就業希望者が自立するための長期研修の実施(新規漁業就業者支援事業費補助金　9,202千円）

新規漁場の開拓　

○　クロマグロの人工種苗生産の事業化や人工種苗の普及に向けた取組を支援　

      　　（受精卵生産委託料　11,284千円、人工種苗生産委託料　58,464千円、
　　　　　　　　  養殖技術開発試験委託料　3,074千円）

流通・販売の強化
外商ビジネスの拡大

○　「高知家の魚応援の店」の新規登録や県内事業者とのマッチングを促進するとともに、
　　2020年オリンピック・パラリンピック東京大会に向けた県産水産物のプロモーションを展開　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　（水産物都市圏外商ネットワーク強化事業委託料　15,862千円）

○　「高知家の魚応援の店」の高鮮度出荷の定着やニーズ収集の強化による県産水産物の外商活動を
　　支援  （水産物外商活動支援事業委託料　20,400千円）

○　県外で開催されるシーフードショー等の商談会への出展による販路開拓とＰＲ活動を支援
　　　　 （見本市出展業務委託料　9,541千円、水産物地産外商推進事業費補助金　2,827千円）

産地市場の機能強化

市場対応力のある産地加工体制の確立

高度加工ビジネスへのステップアップ

○　浜プランに位置付けられた漁船の取得、漁労設備の整備を支援
　（漁船導入支援事業費補助金　15,500千円【再掲】、沿岸漁業設備投資促進事業費補助金　8,205千円【再掲】）

日本一の種苗生産・中間育成拠点の形成

活力ある漁村づくり
高齢者や女性の活躍の場づくり

飛躍への挑戦！
高知県産業振興計画

○　関西、中四国、九州地区の消費地市場関係者を招聘した県内事業者との情報交換・交流会議の
　　開催 （市場合同会議開催事業費　1,203千円）

加工関連ビジネスの展開

交流人口の拡大

輸出の促進

○　HACCP対応に向けた加工施設の衛生管理体制の高度化を支援
　　　 （水産加工業高度化事業費補助金　700千円）

○　HACCPに対応した加工施設等の整備を支援
　　　　（水産加工施設等整備事業費　344,723千円）　
　　　　　　　      

○　水産加工業の振興に必要となる残さい処理施設や共同加工施設の整備を支援　
　　（リマ区域周辺漁業用施設設置事業費補助金（残渣加工施設）　80,872千円、
          種子島周辺漁業対策事業費補助金（共同加工施設）　19,519千円、加工関連ビジネス支援事業費　201千円）

○　産地市場における鮮度向上や衛生管理等の取組の支援と市場統合の推進
　　（鮮魚商品力向上推進事業費　361千円、　　 県１漁協構想推進事業費補助金　2,928千円（市場統合関連））

○　県産水産物の海外販路を開拓し輸出を促進するための取組を総合的に支援
　　　　　（水産物有望案件販路開拓事業費補助金　12,225千円、事務費　6,656円）

○　水産物の国際取引の専門家のノウハウを活用した輸出促進の取組の支援
　　　（水産物輸出販路拡大事業費　1,406千円）

○　企業誘致の促進や新たな漁法の導入による生産量の増大
　（大型定置網・中型まき網漁業承継等支援事業費補助金　３0,000千円、養殖業振興事業費補助金　34,735千円、
　　　　沿岸漁業経営体法人化事業費補助金　452千円、　　未利用漁場活用促進事業費　7,770千円）

担い手の育成

○　民間企業や漁協が行う漁業の担い手の育成を支援（担い手育成団体支援事業費補助金　11,757千円）

○　競争力強化に必要な漁船の取得や生産性の向上に必要な漁労設備の整備を促進　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　
　　　（漁船導入支援事業費補助金　15,500千円、沿岸漁業設備投資促進事業費補助金　8,205千円）

○漁村で活動する加工グループの商品開発や販路開拓などの支援
　　 （水産物地域加工育成支援事業費　250千円）

○にぎわいのある河川づくりのための内水面資源の維持・増強（内水面漁業振興事業費　144,580千円）

○遊漁や体験漁業の振興
　　　（旅行商品開発支援事業委託料　8,057千円、遊漁船業等振興事業費補助金　2,385千円、
　　　　 アサリ資源回復対策事業費 1,200千円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○　高知マリンイノベーションの推進による操業の効率化
　　　（高知マリンイノベーション推進事業費　26,119千円、高精度な漁況漁場予測手法の開発　4,218千円）

○高齢者等に対応した漁場づくり　
　　 （種子島周辺漁業対策事業費補助金（近場の漁場整備） 3,598千円、水産多面的機能発揮対策事業費　8,550千円）

担い手の育成・確保

○　ブリ人工種苗の生産技術の開発　　（ブリ人工種苗生産技術開発委託料　3,856千円）

新

新

拡

拡

新

○　新規就業者の経営の安定化に向けた営漁指導員の配置、育成
　　　　　（県１漁協構想推進事業費補助金　1,240千円（営漁指導員育成関連））新

○　流通・輸出拠点漁港（田ノ浦漁港）の高度な衛生管理体制の構築に必要となる
　　製氷・貯氷施設を整備　　
　　　　（広域水産物供給基盤整備事業費　976,500千円）

新
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　漁業就業総合支援事業費
　（漁業振興課）

41,388千円（一）41,388千円

事業概要
漁業生産量の維持・増大及び担い手の確保・育成を図るため、高知県漁業就業支援センターが実施
する研修事業等を総合的に支援する。

見込まれる成果（当該年度） 漁業就業者の確保・増大

生産から加工・流通に至る水産業クラスターの形成 水産振興部様式３

H31＜見直し（廃止）事業＞38,941千円（9件）
新 ：新規事業 拡 ：拡充事業

見　
直　
し

：手法改善       

①海面環境保全推進事業費補助金（漁業振興課）
　 　4,001千円（うち(一)4,001千円）
　　・目指した効果と得られた成果：高知県沿岸の漁場環境の維持・保　　　　
　　　　全のため、漁場の海底清掃等を支援する。
　　・廃止理由：国庫補助事業で実施することで終了廃止とする。

②漁船漁業ビジネスモデル実証化事業（水産流通課）
　　 1,973千円（うち(諸)1,973千円）
　　・目指した効果と得られた成果：土佐湾沿岸地域の小規模な大型定
　　　　置網漁業の持続可能な漁業経営の実現を目的に、黒潮町鈴地
　　　　区をモデルに新たなビジネスモデルを構築する。
　　・廃止理由：事業期間が終了することで終了廃止とする。

③水産業試験研究費（漁業振興課）
　 　1,527千円（うち(一)1,527千円）
　　・目指した効果と得られた成果：新たな養殖対象魚種の候補としてカ
　　　　キ、アサリ等の効率的な採苗方法や種苗生産、養殖技術の開発
　　　　を行う。
　　・廃止理由：アサリにおける養殖技術を一定開発することができたことや
　　　　今後は地域協議会等による取組を支援していくことで終了廃止と
　　　　する。

２．廃止

①新規漁業就業者確保対策事業委託料(漁業振興課)　→課題２へ
　 　12,147千円（うち(一)12,147千円）
　　・目指した効果と得られた成果：新規漁業就業者獲得のため、県内の
　　　　漁村等を巡回し、勧誘活動を実施するとともに、就業希望者への
　　　　漁業体験研修の実施や漁業技術研修生への技術支援等を行う。
　　・見直し理由：高知県漁業就業支援センターによる一元的な支援体
　　　　制を整備するため事業を見直す。

１．見直し（手法改善等）

Ｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃ

　水産物有望案件販路開拓事業費補助金
　（水産流通課）

12,225千円（一）12,225千円

事業概要
県産水産物の海外販路を開拓し輸出を促進するため、新たな市場開拓に加え、これまで取り組んでき
た有望市場でのさらなる販路拡大に向けた重点的な支援を行う。

見込まれる成果（当該年度） 県産水産物の輸出の増大

課題3　水産物の輸出の本格展開

　高知マリンイノベーション推進事業費
　（漁業振興課）

12,369千円（一）12,369千円

事業概要
釣り漁業の確実性の向上及び操業の効率化を図るために必要な土佐黒潮牧場への観測機器の設置
試験等を行う。

見込まれる成果（当該年度） 土佐黒潮牧場の高機能化による操業の効率化

課題1　効率的な沿岸漁業生産体制への転換

改

課題2　担い手の育成・確保 全体成果目標：
新規就業者数　50名/年　（H31）

H31＜課題解決先進枠等＞84,801千円（８件）

全体成果目標：
県産水産物輸出額　４億円以上　（H31）

新

新

新

全体成果目標：
県内市場取扱額　90億円以上　（H31）
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平成31年度当初予算見積額　490,219 （単位：千円）

平成31年度　南海トラフ地震対策関連予算 水産振興部

１．避難路・避難
　　　広場の確保 ３．発災後の速やかな対応と復旧

県有建築物の耐震化の推進
　　●内水面漁業センターの耐震補強工事　　14,458千円　　⇒　　高架水槽棟及び機械棟改修工事等
　　●水産試験場ポンプ室改築工事　　1,958千円　　⇒　　ポンプ室改築及び小型水槽解体工事の設計委託料

●漁業生産基盤整備事業費　　 22,054千円
　　⇒屋外燃油タンク３基の撤去を実施

漁業用屋外燃油タンクの減災・防災対策

２．被害を軽減するために

●沿岸漁業無線ネットワーク整備への支援
　　115,923千円

　　⇒沖合の漁船への津波発生の情報伝達や安否確
　　　 認等の双方向通信が可能な高知県沿岸全域を
       通信エリアとする無線ネットワークシステムの構築
　　　 を支援

沿岸漁業無線ネットワークの整備

●沈廃船等処理委託料　    1,900千円
●市町村管理漁港沈廃船処理推進事業費補助金

945千円
   ⇒津波発生時に被害を拡大させ、復旧・復興の妨
      げになる沈廃船の処理を推進

漁港に放置されている沈廃船による被害を軽減

●漁業集落環境整備
　 事業費   31,200千円
   ⇒１漁村で避難路の
　　 　整備を実施

漁村住民が津波から
避難する場所を確保

●広域水産物供給基盤整備事業費         292,950千円
　 ⇒被災時の緊急物資輸送や水産業の早期再開に不可欠
      な防災拠点漁港の岸壁の耐震強化及び防波堤を粘り
      強い構造とするための補強工事の実施

防災拠点漁港の耐震強化の推進

漁協の地震・津波防
災マニュアルの改正を
支援するとともに避難
訓練の実施・参加を
促進
　※予算計上なし

●広域水産物供給基盤整備事業費            6,300千円
   ⇒水産物の生産・流通を早期に再開するための流通拠点
      漁港を中心とした漁業地域BCPの策定

●作業船位置・回航情報システム維持運営委託料
1,500千円

   ⇒啓開用作業船の早期導入に向けた位置・回航情報シ
      ステムの試行運用

漁港の早期復旧と水産業の早期回復への取組
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平成31年度当初予算見積額　1,009,255（865,435）　対前年度比  116.6％　　　　　 （単位：千円）

平成31年度　豪雨等災害対策関連予算 水産振興部

◆豪雨等の災害を防止・軽減するための、漁港及び漁村における沖防波堤の
延伸、護岸・用地の嵩上、防風柵の設置、雨水排水施設の整備等を推進

   ・豪雨対策（雨水排水施設の整備等）
   宇佐地区 他
 ・暴風対策（防風柵の設置）
   佐賀漁港
 ・高潮・高波対策（沖防波堤の延伸、護岸・用地の嵩上等）
   安芸漁港、野根漁港、羽根漁港 他

インフラ未整備箇所の対応　394,987（292,746）

◆被災後の水産業の早期再開に必要な計画策定・情報収集
 ・豪雨、高潮・高波対策
   清水地区（漁業地域ＢＣＰの策定）
   県内一円（作業船位置・回航情報システムの試行運用）

その他の事業　7,800（16,748）

◆被災した漁港施設の復旧
   ・豪雨、暴風、高潮・高波対策（漁港施設災害復旧事業等）
   県内一円
 

◆事前に被災を防止するためのハード・ソフト対策の推進
 ・豪雨、高潮・高波対策（漁港施設の保全工事、保全計画策定、河口浚渫等）
   県内一円
 

◆漁業活動を継続するための障害物除去
   ・豪雨、高潮・高波対策（航路浚渫、塵芥処理等）
   県内一円

ダメージを除去し、後の大きな被災を防ぐ　606,468（555,941）

雨水排水施設の整備(宇佐地区)

被災した漁港施設の復旧

- 7 -



平成31年度当初予算見積額　2,902,545（1,952,986）　対前年度比  148.6％
（単位：千円）

公共事業総括説明資料 水産振興部

◆水産物の輸出促進に向けた高度衛生管理に対応するため、流通・
 輸出拠点漁港において、市場・流通機能の強化を促進
   ・田ノ浦漁港（製氷・貯氷施設）

◆産地市場の拠点化に対応した流通拠点漁港の機能強化を促進
 ・佐賀漁港

◆生産拠点漁港において、就労環境の改善と漁港利用者の安全性向
 上を図るため、漁港機能を増進
 ・安芸漁港

◆南海トラフ地震対策として、緊急物資の輸送・復興の拠点となる
   防災拠点漁港の岸壁の耐震強化や防波堤の粘り強い構造化などの
 地震対応力の強化を促進
  ・室戸岬漁港、清水漁港、沖の島漁港

広域水産物供給基盤整備事業費　1,370,250（310,748）

◆漁港機能の向上を図るため、省力化、軽労化に資する施設の整備を
 促進
 ・安芸漁港、宇佐漁港、伊尾木漁港

漁港高度利用促進対策事業費　128,250（67,350）

◆市町村施行事業の指導監督等を行うために必要な経費

市町村事業指導監督事務費　8,014（6,970）

◆カツオやマグロ類などの回遊魚の漁獲向上を目的とした浮魚礁（土
 佐黒潮牧場）の更新時期を迎える２基の再設置と３基の設計
 ・【製作・据付】 室戸岬沖１６号、中芸沖１７号
 ・【概略設計】  甲浦沖１９号、窪川沖２０号、大月沖２１号

広域漁場整備事業費　682,512（723,538）

◆漁村の生活環境の改善を促進するとともに、地域主導で進める「地
 域避難計画」と連携した津波避難施設の整備を促進
 ・宇佐（２）地区
 ・田野浦地区（南トラ対策分）

◆漁業集落排水施設の機能保全と長寿命化対策を促進   
 ・加領郷地区、池ノ浦地区、中ノ島地区、柏島地区

漁業集落環境整備事業費　118,600（34,000）

◆漁港の既存ストックを有効活用し、就労環境の改善や安全性の向上
 に向けた整備を促進
 ・羽根地区

漁港漁場機能高度化事業費　93,088（132,000）

◆県管理漁港における施設の機能保全と長寿命化対策を促進
 ・椎名漁港、三津漁港、行当漁港、赤岡漁港、宇佐漁港、
  浦分漁港、佐賀漁港、田野浦漁港、清水漁港、窪津漁港、
  下川口漁港、柏島漁港、田ノ浦漁港、沖の島漁港

水産基盤ストックマネジメント事業費 　241,740（322,950）

◆産地市場の拠点化に対応した生産拠点漁港の機能強化を促進
   ・野根漁港

◆市町村管理漁港における施設の機能強化と長寿命化対策を促進
 ・傍士漁港、羽根漁港、住吉漁港、吉川漁港、春野漁港、
  池ノ浦漁港、入野漁港、中ノ浜漁港、一切漁港

地域水産物供給基盤整備事業費　260,091（355,430）
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